法政大学法学部学術団体法学会規約

前文

　われら法政大学法学部学術団体法学会は、会員の参加を広く求め、会員が自ら行う法学の研究を促進、助成せしめんことを謳い、会員同士が相互の親睦を図ることにより会員の研究を一層充実せしめんことを確認し、法政大学法学部専任教員及び法政大学大学院学生が活動に参加することにより研究の質が向上することを担保し、法学会及び研究会が自主的な活動により発展してきたことを踏まえ、活動が学生の自主的なものであることを再確認し、研究会が独自の活動を尊重しつつ、研究会間及び会員相互の連帯を深めることを希望し、法政大学法学部法学会の更なる発展を希求し、その活動を円滑ならしめるため、法政大学法学部学術団体法学会規約をここに制定する。
第1章　総則
（名称）

第1条　本会は法政大学法学部学術団体法学会と称する(以下、「法学会」と略す。)。

（設置）

第2条　法学会は、これを法政大学（東京都千代田区富士見2－17－1）内に置く。

（目的）

第3条　法学会は、会員の法学に関する入門及び専門の研究を促進及び助成すること、並びに会員相互の親睦を図ることを目的とする。
（組織）

第4条　法学会に、会長、代表委員会及び研究会を置く。

第2章　会員

（法学会会員）

第5条　法学会は次に掲げる各号の会員により構成される。

　一　法政大学第一部法学部法律学科学生（以下、「1号会員」と略す。）

　二　前号を除く法政大学第一部法学部学生（以下、「2号会員」と略す。）

　三　その他法政大学学生（以下、「3号会員」と略す。）

　四　法政大学大学院学生（以下、｢4号会員｣と略す。）

　五　法政大学法学部専任教員（以下、「5号会員」と略す。）

　六　その他法学会が特に認めた者
（会員の申請）

第6条　2号会員、3号会員及び4号会員は、研究会の申請に基づき代表委員会が入会を認める。

（会員の権利）

第7条　法学会会員は、次に掲げる各号の権利を有する。ただし、自4号至6号については、1号会員に限るものとする。
　一　法学会所属研究会に参加すること
　二　代表委員会の承認を得て新規研究会を設立すること
　三　その他法学会の行う活動に参加すること
四　個人的活動についての助成を申請すること
五　法政大学法学会会計及び監査に関する規程（以下、｢会計規程｣と略す。）第8条に定める監査役になること
六　法学会の活動及び会計について、説明を求めること
（会費）

第8条　1号会員、2号会員及び3号会員は別に定める会費を納めなければならない。

第3章　組織

第1節　会長

（会長）

第9条　法学会会長は、法政大学法学部学部長たる会員がこれを務める。

（会長の権限）

第10条　法学会会長は必要と認めるとき、法学会の活動について代表委員に質問し、または意見を述べることができる。

2　法学会会長は、第18条の各号に定める報告に基づき予算及び決算を承認する。ただし、その承認は5号会員の議を経なければならない。

3　法学会会長は、本規約、会計規程及び法政大学法学会基金の運用に関する規程（以下、｢基金規程｣と略す。）の改廃を承認する。ただし、その承認は5号会員の議を経なければならない。

第2節　代表委員会

（代表委員会）

第11条　法学会に代表委員会を置く。

（代表委員会の責務）

第12条　代表委員会は、次に掲げる各号に努めなければならない。

　一　法学会会長の質問に対し、誠実に対応すること
　二　法学会会員の質問に対し、誠実に対応すること

　三　会計規程第8条に定める監査役の質問に対し、誠実に対応すること

（代表委員会の権限）

第13条　代表委員会は、次に掲げる各号の権限を有する。
一　法学会の運営を行うこと

二　2号会員、3号会員及び4号会員の入会を承認すること

三　必要と認めるとき、研究会に対し質問し、または意見を述べること

　四　必要と認めるとき、法学会会長に会見を求めること

　五　新規研究会を承認すること
　六　本規約第7条4号に定める個人的活動の助成の可否を決定すること

　七　一般会計から基金会計への積立額を決定すること
　八　基金の取崩しを決定すること

（代表委員会の構成）

第14条　代表委員会は、各研究会から選出された代表委員によって構成される。

（代表委員会の役員）

第15条　代表委員会は、年度毎に次に掲げる各号の役員を選出する。

一　代表委員会委員長　　1名

二　代表委員会経理役　　1名
2　代表委員会委員長（以下、｢委員長｣と略す。）、代表委員会経理役（以下、｢経理役｣と略す。）は、1号会員又は2号会員が務めなければならない。

（委員長）

第16条　委員長は、その議事を進行する。

（経理役）

第17条　経理役は、会計規程に従い、法学会の経理を担当する。

（法学会会長への報告）

第18条　代表委員会は法学会会長に対し、年度毎に次に掲げる各号の報告をしなければならない。

一　法学会前年度決算　　　　　
　二　法学会新年度予算　　　　　

　三　法学会年間活動報告　　　　　
（細則改廃時の報告義務）

第19条　代表委員会は、法政大学法学部学術団体法学会細則（以下、「法学会細則」と略す。）を改廃した場合、法学会会長に対し報告しなければならない。
第3節　研究会
（研究会）

第20条　研究会は、次に定める各号の条件を満たさなければならない。

一　法学に関する専門分野を研究すること

　二　各研究会の名称が、活動内容を示していること

　三　研究会が自主的に運営されていること

（顧問）

第21条　研究会は、顧問を置くものとする。

2　顧問は、5号会員の中からこれを選任する。

（研究会の役員）

第22条　研究会は、代表、副代表、会計の三役を置かなければならない。

2　研究会の代表、副代表、会計の三役は、1号会員又は2号会員が務めなければならない。

第4章　法学会基金

（法学会基金の設置）

第23条　法学会に一般会計の他、法政大学法学会基金会計を設ける。

（基金規程）

第24条　法学会基金に関し、その他必要な規定は、法政大学法学会基金運用に関する規程に定める。

第5章　会計

（会計年度）

第25条　法学会の会計年度は、毎年4月1日から翌年3月末日までとする。

（研究会資金に関する予算書及び決算書）

第26条　研究会は、研究会が自ら扱う資金につき、毎年度予算書及び決算書を作成し、代表委員会に提出しなければならない。

（監査）

第27条　法学会は、監査を受けなければならない。

（会計規程）

第28条　法学会の会計及び監査に関し、その他必要な規定は会計規程に定める。

第6章　法学会細則

（細則の制定）

第29条　本規約に定めるものの他必要な事項は、法学会細則にこれを定める。

第7章　改廃

（改廃）

第30条　本規約の改廃は、代表委員会の3分の2以上の賛成を得た後、法学会会長の承認により決定する。

第8章　補則

（緊急措置）

第31条　緊急を要する特別な事態が発生した場合、委員長は法学会会長と緊密に連絡をとり、緊急措置を執行することができる。ただし、委員長は、その措置に関し、代表委員会へ報告をしなければならない。

（施行）

第32条　本規約は、2006年10月1日より施行する。

附則　
1 　本規約が施行される際現に代表委員会委員長である者は、本規約により委員長に選出されたものとみなす。

2 　本規約が施行される際現に代表委員会経理部長である者は、本規約により経理役に選出されたものとみなす。
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